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2１．平成２５年料金改定の概要

○ 当社は、平成25年２月20日に経済産業大臣に、原価算定期間を平成25年度から27年度の３カ年とする平均
10.94％の規制部門料金の値上げ認可申請を行いました。（自由化部門は17.50％）

○ 公聴会、電気料金審査専門委員会、消費者庁でのチェックポイントにもとづく検証等を経て、同年８月６日に
同大臣より、規制部門で平均7.80％の値上げ認可をいただき、同年９月１日より実施しております。（自由化部
門は14.72％）

＜原価の内訳＞

認可原価
（H25～H27）

人 件 費 478

燃 料 費 1,280

火 力 燃 料 費 1,228

核 燃 料 費 52

購 入 電 力 料 642

修 繕 費 633

資 本 費 834

減 価 償 却 費 554

事 業 報 酬 280

公 租 公 課 336

原 子力 ﾊ ﾞ ｯ ｸ ｴ ﾝ ﾄ ﾞ 費 用 88

そ の 他 経 費 857

控 除 収 益 ▲212

販 売 電 力 料 ▲120

そ の 他 控 除 収 益 ▲92

総 原 価 4,939

（億円）

注 端数処理の関係で合計が合わない場合がある。
（以降、同様）

※１ 総原価は、効率化額（▲281億円）および
査定額（▲131億円）反映後。
接続供給に伴う託送収益（14億円）を含む。

＜前提諸元＞

※１

（H25～H27）

販売電力量 （億kWh） 275

原油価格 （$/ﾊﾞﾚﾙ） 114

為替レート （円/ﾄﾞﾙ） 80

原子力利用率 （％） 33.8

事業報酬率 （％） 2.9

経費対象人員 （人） 6,184

・販売電力量の内訳は、規制部門が112億kWh、
自由化部門が163億kWh。
・原油価格・為替レートは、申請時期の直近３
ヶ月の貿易統計価格（平成24年10月～12月の
平均値）を参照。
・原子力利用率は、伊方３号機が平成25年７月
に再稼働した場合の値。
・事業報酬率は、一般電気事業供給約款料金算
定規則等に基づき算定。

※２ 原価単価
＝（総原価－接続供給に伴う託送収益）÷販売電力量
＝（4,939億円－14億円）÷275億kWh
＝ 17.89円/kWh

※３ その他は、公租公課、原子力バックエンド費用、
その他経費、控除収益の合計。
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3２．原価算定期間３カ年における収支実績

○ 経済産業省令（一般電気事業部門別収支計算規則）に則り、規制部門及び自由化部門の収支を算定した結果、
規制部門においては52億円の黒字（利益率2.1％）、自由化部門においては▲10億円の赤字（利益率▲0.4％）
となり、規制部門・自由化部門合計では、41億円の黒字（利益率0.9％）となりました（いずれも、電気事業
利益ベース）。

規制部門

[Ａ]

自由化部門

[Ｂ]

合計

[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業収益 ① ２,４８８ ２,４７１ ４,９５９

電気事業費用 ② ２,４３６ ２,４８２ ４,９１８

電気事業利益または損失

③＝①－②
５２ ▲１０ ４１

電気事業利益率 ④＝③／① ２.１％ ▲０.４％ ０.８％

（参考）販売電力量 １０９ １５５ ２６４

＜電気事業利益または損失＞

※ 数値は３カ年平均。
電気事業収益は、電気事業営業収益から地帯間販売電力料、他社販売電力料を控除、財務収益を加算。
電気事業費用は、電気事業営業費用から地帯間販売電力料、他社販売電力料に相当する金額を控除、電気事業財務費用を加算。
電気事業利益率は、３カ年の加重平均（単純平均した場合は、規制：2.1%、自由：▲0.4%、合計：0.9%）。

（億円、億kWh）



4３．規制部門と自由化部門の利益率の乖離要因

○ 規制部門と自由化部門の利益率が乖離した要因としては、自由化部門は規制部門に比べ、電気料金のうち可変
費の占める割合が高いため、原子力停止に伴う需給関連費の増加影響が相対的に大きく表れた一方で、効率化に
よるコスト削減影響が相対的に小さく表れたためです。

○ 上記要因を補正することにより、規制部門と自由化部門の利益率の乖離は大きく縮小します。

規制部門

[Ａ]

自由化部門

[Ｂ]

合計

[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業利益 ①

（電気事業利益率）

５２

（２．１％）

▲１０

（▲０．４％）

４１

（０．８％）

主
な
乖
離
要
因

原子力発電所の停止等に
伴う需給関連費の増

▲１１４ ▲１５５ ▲２７０

コスト削減等による影響 ＋８７ ＋６７ ＋１５５

燃料費調整制度の
タイムラグ影響

＋２６ ＋３６ ＋６２

合計 ② ▲０ ▲５１ ▲５２

補正後電気事業利益 ①－②

（電気事業利益率）

５２

（２．１％）

４１

（１．７％）

９４

（１．９％）

＜電気事業利益または損失＞

※ 数値は３カ年平均。
需給関連費は、燃料費と購入電力料の合計。（以降、同様）

（億円）



5

可変費
可変費

可変費

固定費

固定費

(▲70)

【参考】規制部門と自由化部門の利益率の乖離要因（イメージ）

規制部門
109億kWh

自由化部門
155億kWh

販売電力量

規制部門 自由化部門

可変費

(＋114)

(＋155)

(▲43)

▲4.6％

＜電気事業利益率への影響＞

原子力停止等に伴う需給関連費負担増

▲6.3％

規制部門 自由化部門

②乖離要因合計

<収益> <費用> <収支>

（億円）

＋3.5％ ＋2.7％ ▲0.0％ ▲2.1％

＋155億円

コスト削減等による影響

▲270億円

①補正前

①－②補正後

2.1％ ▲0.4％

2.1％ 1.7％

(▲18)

(▲24)

＋1.1％ ＋1.5％

(＋26)
(＋36)

燃料費調整制度のタイムラグ影響

＋62億円

規制部門 自由化部門



6【参考】各年度の収支実績（電気事業利益ベース）

規制部門[Ａ] 自由化部門[Ｂ] 合計[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業収益 ① ２,５７６ ２,４９１ ５,０６８

電気事業費用 ② ２,５４８ ２,６４０ ５,１８９

電気事業損益 ③＝①－② ２８ ▲１４９ ▲１２１

電気事業利益率 ④＝③／① １.１％ ▲６.０％ ▲２.４％

＜平成25年度＞ ※ 燃料費調整のタイムラグ影響は▲33億円 （億円）

規制部門[Ａ] 自由化部門[Ｂ] 合計[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業収益 ① ２,５５７ ２,５７４ ５,１３２

電気事業費用 ② ２,４５９ ２,５１２ ４,９７２

電気事業損益 ③＝①－② ９７ ６１ １５９

電気事業利益率 ④＝③／① ３.８％ ２.４％ ３.１％

＜平成26年度＞ ※ 燃料費調整のタイムラグ影響は＋96億円 （億円）

規制部門[Ａ] 自由化部門[Ｂ] 合計[Ａ]＋[Ｂ]

電気事業収益 ① ２,３３０ ２,３４９ ４,６７９

電気事業費用 ② ２,２９９ ２,２９２ ４,５９２

電気事業損益 ③＝①－② ３０ ５６ ８７

電気事業利益率 ④＝③／① １.３％ ２.４％ １.９％

＜平成27年度＞ ※ 燃料費調整のタイムラグ影響は＋125億円 （億円）

○ 利益率の乖離要因としては、Ｐ４記載の要因に加え、
・平成25年度については、想定需要に比べ自由化部門の需要が大きく減少したことなどから、規制部門と自由化
部門の利益率が大きく乖離しました。
・平成26年度から平成27年度にかけては、燃料価格が上昇から大幅な下落に転じたことなどから、自由化部門の
利益率が規制部門より大きくなりました。



7４．料金原価・実績比較（前提諸元等）

○ 主な前提諸元について、料金改定時の想定と比較して、販売電力量は減少（▲11億kWh、▲4.1％）、為替レー
トは大幅な円安（＋30円/＄、＋37.5％）、原油価格は大幅に下落（▲31＄／ｂ、▲27.2％）、原子力発電は３
カ年を通じて非稼働となりました。

原価① 実績② 差異②－①

販売電力量 （億kWh） ２７５ ２６４ ▲１１

為替レート （円/＄） ８０ １１０ ＋３０

原油価格 （＄/b） １１４ ８３ ▲３１

原子力利用率 （％） ３３.８ － ▲３３.８

経費対象人員 （人） ６,１８４ ５，９７２ ▲２１２

原価① 実績② 差異②－①

発受電電力量 ３０５ ２９０ ▲１５

自

社

発

電

水力 ２２ ２３ ＋ １

火力 １４９ １６７ ＋１８

石炭 ７５ ８４ ＋ ９

石油 ３９ ４３ ＋ ３

ガス他 ３５ ４０ ＋ ６

原子力 ６０ － ▲６０

新エネ ０.０３ ０.０３ ０

その他（他社購入・販売等） ７５ １００ ＋２５

原価① 実績② 差異②－①

経営効率化額 ４１２ ４３７ ２５

＜前提諸元＞

＜需給バランス＞

＜経営効率化＞

（億kWh）

（億円）

＜主な変動要因＞

為替レートの円安化（＋37.5％）

原油ＣＩＦ価格の下落（▲27.2％）

節電や産業用の生産水準低下による
販売電力量の減少（▲4.1％）

原子力発電所の停止（▲33.8％）

徹底したコスト削減への最大限の取り組み

転籍制度の拡大等による人員削減

経済性に優れる電源（石炭、LNG、購入
電力等）の活用により、石油火力による
焚き増しを抑制

※ 経営効率化額の原価①には、査定額（131億円）を含む。



8４．料金原価・実績比較（概観）

○ 燃料価格の低下による影響（燃料費調整制度の時期ズレを含む）や販売電力量の減少、原子力発電所の停止、コスト
削減等による影響により各々増減し、電気事業利益ベースで41億円（Ｐ３参照）の黒字となりました。

＜主な乖離要因＞

① 燃料費調整による収入の増

② 販売電力量減少に伴う収入の減

③ ＣＩＦ価格下落に伴う需給関連費の減

④ 為替レートの円安化に伴う需給関連費の増

⑤ 販売電力量の減少等に伴う需給関連費の減

⑥ 原子力発電所の停止等に伴う需給関連費の増

⑦ 料金査定額を上回る効率化の深掘り

⑧ 原子力発電所の停止に伴う修繕工事の未実施等 (効率化対象外)

⑨ その他

＋ ７５億円

▲１６０億円

＋５５０億円

▲５００億円

＋１１０億円

▲２７０億円

＋ ２５億円

＋１３０億円

＋ ８０億円

プラス （＋）表記は収支好転

マイナス（▲）表記は収支悪化

⑦については、申請原価に織り込んだ効率化額と査定額の合計を、効率化実績が上回った額を記載している。

⑧については、自助努力によらない情勢変化に伴う費用減のため、効率化の対象外としている。

燃料価格の低下による影響
（一時的な需給関連収支の好転）

＋１２５億円

販売電力量の減少等による影響
（恒常的な需給関連収支の悪化）

▲５０億円

原子力発電所の停止等による影響
（一時的な需給関連収支の悪化）

▲２７０億円

コスト削減等による影響

＋１５５億円

※ 燃料費調整のタイムラグ影響（＋60億）



9４．料金原価・実績比較（各費目の内訳①）

規制部門 自由化部門 規制部門＋自由化部門

差異理由原価
①

実績
②

差異
②－①

原価
①

実績
②

差異
②－①

原価
①

実績
②

差異
②－①

人件費 286 299 13 193 197 5 478 497 18
出向者人件費（自社負担分）
の原価不算入分の差、給与手
当の差 等

燃料費 538 572 33 742 773 31 1,280 1,345 65
原子力の停止に伴う火力焚き
増しによる増

修繕費 380 313 ▲66 252 207 ▲45 633 520 ▲112

実施時期の見直し・工事内容
の精査や工事・点検の繰延べ、
修繕工事の未実施による減
等

減価償却費 283 285 2 271 273 2 554 558 4
原子力設備の安全対策工事に
伴う増

購入電力料※ 274 376 102 368 498 130 642 874 232
原子力の停止に伴う購入電力
量の増 等

公租公課 138 135 ▲ 2 148 141 ▲ 6 287 277 ▲ 8

原子力バックエ
ンド費用

37 29 ▲ 7 51 39 ▲11 88 69 ▲18

諸経費 450 438 ▲10 408 399 ▲ 7 857 838 ▲18

電気事業
営業費用合計

2,387 2451 63 2,433 2531 98 4,820 4,982 162

○ 実績費用については、修繕費を中心に徹底したコスト削減に努めたものの、原子力発電所の停止に伴い燃料費や
購入電力料が大幅に増加したことなどから、料金改定時の想定原価と比較して、規制部門・自由化部門合計で162
億円（規制部門：63億円、自由化部門：98億円）増加いたしました。

（億円）

※ 再エネ交付金相当額を除く（以降、同様）。



10４．料金原価・実績比較（各費目の内訳②）

○ 諸経費については、徹底したコスト削減に努めたことにより、料金改定時の想定原価と比較して、▲18億円
減少いたしました。

（億円）

規制部門＋自由化部門

原価① 実績② 差異②－①

廃棄物処理費 60 80 21

消耗品費 24 20 ▲ 4

補償費 8 8 0

賃借料 90 85 ▲ 4

託送料 77 69 ▲ 7

事業者間精算費 16 21 5

委託費 322 297 ▲24

損害保険料 10 5 ▲ 4

原子力損害賠償資金補助法一般負担金 － 0 0

原賠・廃炉等支援機構一般負担金 65 65 0

普及開発関係費 4 13 9

養成費 11 8 ▲ 2

研究費 30 34 4

諸費 70 74 3

うち寄付金 － 0.2 0.2

うち団体費 3 8 5

電気料貸倒損 2 1 ▲ 0

固定資産除却費 73 57 ▲16

共有設備費等分担額 3 2 0

共有設備費等分担額（貸方） ▲ 3 ▲ 2 0

建設分担関連費振替額（貸方） ▲ 1 ▲ 0 0

附帯事業営業費用分担関連費振替額（貸方） ▲ 2 ▲ 1 0

電力費振替勘定（貸方） ▲ 2 ▲ 2 0

諸経費計 857 838 ▲18

規制部門＋自由化部門

原価① 実績② 差異②－①

地帯間・他社販売電力料 ▲119 ▲161 ▲41

託送収益 ▲ 36 ▲ 34 1

電気事業雑収益 ▲ 42 ▲ 43 ▲ 0

その他 ▲ 25 ▲ 23 1

控除収益計 ▲223 ▲262 ▲39

＜参考：控除収益＞（億円）＜諸経費（再掲）＞

＜実績が原価を上回った項目の主な差異要因＞

【廃棄物処理費】

・大型廃棄物（原子力発電所の旧蒸気発生器等）の処理・処分に係る

費用の引当による増

【事業者間精算費】

・域外からの購入増

【普及開発関係費】

・節電・省エネに向けた活動費など料金原価不算入分の支出

【研究費】

・設備の信頼性確保や運用管理の高度化、再エネ大量導入への対策に

資する研究など一部料金原価不算入分の支出

【諸費】

・各種事業団体の団体費など一部料金原価不算入分の支出



11４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：人件費）

○ 当社は、人事制度見直しに伴う転籍拡大などによる経費対象人員の削減に努め、３カ年平均で▲210人程度減少
しましたが、出向者人件費（自社負担分）の原価不算入分の差などにより、人件費は18億円増加いたしました。

（億円）＜人件費＞

原価① 実績② 差異②－① 備考

役員給与 ３ ３ ０

給料手当
※

３３１ ３７８ ＋４７ 出向者人件費（自社負担分）の原価不算入分の差、給与手当の差 等

退職給与金 ４２ １２ ▲２９ 年金資産の超過運用益 等

厚生費 ７３ ７５ ＋ ２

その他 ２９ ２７ ▲ ２

人件費合計 ４７８ ４９７ ＋１８

※ 給料手当には給料手当振替額（貸方）を含む。

＜参考＞

原価①
実績

差異②－①
Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ ３カ年平均②

経費対象人員 ６,１８４ ６,１３２ ６,００３ ５,７８２ ５,９７２ ▲２１２

（人）



12４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：燃料費・購入電力料）

○ 燃料費・購入電力料については、経済性に優れる電源の活用等に努めたものの、原子力発電所停止の影響によ
り、料金改定時の想定原価と比較して、火力燃料費（＋116億円）および購入電力料（＋232億円）が大幅に増加
いたしました。

（億円）
＜燃料費・購入電力料＞

原価① 実績② 差異②－① 備考

燃料費 １,２８０ １,３４５ ６５

火力燃料費 １,２２８ １,３４５ １１６

石炭 ３２１ ３４９ ２８ 原子力発電所停止による増（織込：75億kWh→実績：84億kWh）

石油 ５６９ ６００ ３０ 〃 （織込：39億kWh→実績：43億kWh）

ガス他 ３３７ ３９５ ５７ 〃 （織込：35億kWh→実績：40億kWh）

核燃料費 ５２ － ▲５２ 〃 減（織込：60億kWh→実績： 0kWh）

購入電力料 ６４２ ８７４ ２３２

相対 ５８９ ７６８ １８０ 原子力発電所停止に伴う受電増（織込：79億kWh→実績：100億kWh）

再エネ ４３ ９０ ４７ 買取電力量の増（織込：７億kWh→実績：15億kWh）

取引所 １０ １４ ４ 卸電力取引所の積極的な活用による増（織込：0.9億kWh→実績：1.1億kWh）



13４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：燃料費・購入電力料）

○ 火力発電単価の安い順に高稼働とするメリットオーダーの考えに基づき需給運用を行うことで、石油系火力の
燃料数量の抑制に努めました。

○ 具体的には、最も経済性のある石炭をベースとして、次に経済性のあるＬＮＧを優先的に消費、残りの所要量
を石油の順にて賄っております。

＜当社メリットオーダーの実績（平成25～27年度）＞
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14４．料金原価・実績比較（実績が原価を上回った費目：減価償却費）

○ 減価償却費については、安全対策工事の実施に伴い、原子力設備に係る償却費が増加したことから、原価に対
して４億円増加いたしました。

＜減価償却費＞

原価① 実績② 差異②－①

水力 ４０ ３９ ▲０

火力 ９０ ８９ ▲１

原子力 １３２ １４５ １３

送変配電 ２５４ ２５２ ▲１

その他 ３８ ３２ ▲５

合計 ５５４ ５５８ ４

（億円）



15【参考】修繕費（ｋＷｈ当たり単価）の原価・実績比較

○ ｋＷｈ当たりの修繕費の原価・実績差異は以下の通り。

◆原価・実績差異

原価 実績 差異

修繕費 ６３３
（２.３０）

５２０
（１.９７）

▲１１２
（▲０.３３）

（億ｋＷｈ）

（億円、円/ｋＷｈ）

（参考）販売電力量

◆減少要因

実施時期の見直し・工事内容の精査等 ▲３
（▲０.０１）

工事・点検の緊急避難的な繰延べ ▲３７
（▲０.１３）

修繕工事の未実施（効率化対象外） ▲７２
（▲０.２６）

需要減少要因 （＋０.０７）

（億円、円/ｋＷｈ）

原価 実績 差異

販売電力量 ２７５ ２６４ ▲１１

※（ ）内は、ｋＷｈ当たりの単価を示す



16４．料金原価・実績比較（kWhあたり単価）

○ 想定原価および実績費用を販売電力量あたり単価で比較した場合、設備費等については、販売電力量の減少を
上回るコスト削減を実現したことにより減少（▲0.01円/kWh）しましたが、原子力発電所の停止に伴う火力発電
の焚き増し等により燃料費等が増加（＋1.36円/kWh）したため、合計では実績が想定原価を上回っております
（＋1.36円/kWh）。

規制部門 自由化部門 規制部門＋自由化部門

原価① 実績② 差異②－① 原価① 実績② 差異②－① 原価① 実績② 差異②－①

人件費 2.55 2.75 0.20 1.18 1.27 0.09 1.74 1.88 0.14

修繕費 3.40 2.88 ▲ 0.51 1.55 1.33 ▲ 0.21 2.30 1.97 ▲ 0.33

減価償却費 2.53 2.62 0.09 1.66 1.76 0.10 2.01 2.12 0.10

公租公課 1.24 1.25 0.01 0.91 0.91 0.01 1.04 1.05 0.01

諸経費 4.01 4.03 0.02 2.50 2.57 0.08 3.11 3.17 0.06

設備費等 13.73 13.54 ▲ 0.19 7.79 7.85 0.07 10.21 10.20 ▲ 0.01

燃料費 4.80 5.26 0.45 4.54 4.98 0.43 4.65 5.09 0.44

購入電力料 2.45 3.46 1.01 2.25 3.21 0.95 2.33 3.31 0.98

原子力ﾊﾞｯｸエンド費用 0.33 0.28 ▲ 0.06 0.31 0.26 ▲ 0.06 0.32 0.26 ▲ 0.06

燃料費等 7.58 8.99 1.41 7.11 8.44 1.33 7.30 8.67 1.36

合計 21.31 22.53 1.22 14.90 16.30 1.40 17.51 18.86 1.36

（円/kWh）

【原価】17.51円/kWh

設備費等：10.21円/kWh

燃料費等： 7.30円/kWh

【実績】18.86円/kWh

設備費等：10.20円/kWh

燃料費等： 8.67円/kWh

※ 控除収益は除く。

営業費用計 販売電力量設備費等 燃料費等

原 価 4,820 2,809 2,010 275

実 績 4,982 2,693 2,289 264

増減率
（規制部門）

＋3.4％
（＋2.7％）

▲4.1％
（▲4.2％）

＋13.9％
（＋15.1％）

▲4.1％
（▲2.9％）

（億円、億kWh）



17５．経営効率化

○ コスト削減実績については、徹底したコスト削減に努めたことにより、料金改定申請時に計画した効率化目標
額（281億円）および料金認可時における査定額（131億円）の合計（412億円）を上回る437億円のコスト削減を
達成いたしました。

（億円）
主な削減内容[実績額]

コスト削減額

①計画 ②実績 差異②－①

人件費
・給与・賞与の減額、人員削減 [８９]
・福利厚生制度の見直し [８]

１３６ ９７ ▲３９

燃料費
購入電力料

・燃料調達コストの低減 [５０]
・購入電力料の削減 [１７]
・卸取引所の活用 [１]

４１ ６８ ２７

修繕費 調達価格の低減、工事実施時期の見直し・工事内容の精査 [９１] ８８ ９１ ３

設備投資関連費 調達価格の低減、工事実施時期の見直し・工事内容の精査 [７] ２６ ７ ▲１９

その他

・委託費の減[２８]
・普及開発関係費の削減 [１８]
・諸費の削減 [１０]
・研究費の削減 [１２]

１２１ １３５ １４

小計 ４１２ ３９８ ▲１４

緊急避難的な繰延べ
・修繕費の減[３７]
・減価償却費の減[２]

－ ３９ ３９

合計 ４１２ ４３７ ２５

※ ①計画には、査定額（合計131億円）を含む。



18５．経営効率化（削減内容の内訳）

主な削減内容 具体的な取り組み

人件費
・給与・賞与の減額、人員削減

・給与・賞与の減額
・定時採用の削減、人事制度見直しに伴う転籍拡大 等

・福利厚生制度の見直し ・カフェテリアプラン、文化体育活動支援などの見直し 等

燃料費
購入電力料

・燃料調達コストの低減
・割安な燃料（低品位炭・高硫黄Ｃ重油等）の積極活用
・燃料の価格低減に向けた取り組み（競争購入、新規銘柄の試験燃焼等）
・輸送経費や国内諸経費削減への取り組み 等

・購入電力料の削減
・卸取引所の活用

・他社電源からの購入における基本料金の削減交渉
・卸取引所の活用

修繕費・
減価償却費

調達価格の低減、工事実施時期
の見直し・工事内容の精査

・点検頻度の見直しによるメンテナンス費用の削減
新たな工法の考案による工事コストの削減
他電力会社等との共同調達による調達価格の低減
・各種調達施策の活用、発注先の見直し 等

・緊急避難的な繰延べ ・安定供給に支障をきたさない範囲での工事先送りや支出繰り延べ

その他

・委託費の減 調達価格の低減、実施時期の見直し・内容の精査

・普及開発関係費の削減 ・新聞、TV、ラジオでの広報活動の厳選実施 等

・諸費の削減 ・寄付金、諸会費、団体費等の削減

・研究費の削減 ・研究内容の厳選による研究費の削減

・その他 ・不動産賃借料の低減・借入物件契約数の減 等
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当社では、石油火力において脱硫装置を設置し高硫黄Ｃ重油
を活用するといった従来の取組みに加え、石炭火力における亜
瀝青炭等の低品位炭の利用拡大など、割安に調達可能な燃料を
積極活用し、燃料費の低減に努めております。

燃料の価格低減に向けた取り組み

また、原油や石炭の新しい銘柄の試験燃焼にも積極的に取り
組むことで調達対象を広げるとともに、安定調達に配慮しつつ
競争購入を拡大し、契約条件の改善に取り組むなど、各燃料の
調達価格の低減にも努めております。
加えて、安価かつ品質の確かな石炭の安定調達と、新たな収
益機会の創出を目指し、平成28年４月には石炭の現地調達会社
をオーストラリアに設立いたしました。

項 目 取 り 組 み 内 容

石 油
・安価な高硫黄Ｃ重油の活用
・新規原油銘柄の試験燃焼

石 炭

・安価な低品位炭の利用拡大
・新規銘柄の試験燃焼
・銘柄を特定しないスペック
指定での購入
・契約更改時の条件見直し
・海外における現地調達会社の設立

ＬＮＧ
・追加受入の実施
（石油抑制・高効率機利用拡大）

輸送経費・
国内諸経費

・大型専航船（石炭）の継続利用
・基地・中継経費の削減
・手数料の削減
・海外炭の共同輸送の実施

割安な燃料の積極活用

輸送経費や国内諸経費削減への取り組み

さらに、石炭輸送において大型専航船を軸に中期・短期契約
を効果的に組み合わせるとともに、国内での各燃料の中継・保
管などにかかる経費、輸入にかかる諸手数料などの削減にも努
めております。

◇ 燃料費における効率化の取り組み

５．経営効率化（主な効率化事例①）

【事例】燃料調達コストの低減

○ 当社では、安定的かつ低廉な電力供給を行えるよう、燃料の安定確保と調達価格の低減に努めるとともに、設備更
新による発電効率の向上にも取り組んでおります。

○ 原価算定期間内においても、安価な低品位炭の利用拡大など、これまでの取り組みを深掘りするとともに、更なる
安価・安定調達を目指して検討を進め、平成28年４月には、業界で初めて海外（産炭地）に石炭の現地調達会社を設
立いたしました。
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年度 発電所名
最大出力[kW]

更新前 更新後 出力増分

25 柳谷 23,000 23,800 800

26
平山 41,500 44,400 2,900

新改 8,700 9,300 600

27 出合 9,500 9,600 100

合計 82,700 87,100 4,400

[平山発電所に当社初の中間羽根付水車※を採用]

※水流のロスを低減するために、流動解析によって羽根形状を最適
化し、羽根(長翼)の間に短い羽根(短翼)を設置した高効率水車

項目 導入効果

最大出力 2,900kWの出力増加

発電電力量 5%増加（年間）

◇出力増強実績

◇高効率水車採用の一例取り組み内容

○ 当社では、水力発電所の既設水車の設備更新の機会を捉え、高効率水車を採用することで発電効率の向上および出
力増強を行うことで、火力発電所の燃料費抑制に取り組んでおります。

○ 原価算定期間内においても、４ヵ所の発電所で合計約4,400ｋＷの出力増強を行っております。

長年の運転で劣化が進んだ水車の取替にあたっては、最
新の流動解析技術により設計した高効率水車を採用し、出
力増強および発電電力量の増加を図っております。

原価算定期間の３カ年においては、４ヵ所の発電所で合
計約4,400ｋＷの出力増強を行っております。

今後も、このような設備更新等の機会を捉えた出力増強
に積極的に取り組み、貴重な純国産の再生可能エネルギー
である水力の有効活用に取り組んでまいります。

【事例】高効率水車（ランナ）採用による出力増強

５．経営効率化（主な効率化事例②）



21５．経営効率化（主な効率化事例③）

【事例】ハーフラップ包み込み鉄塔建替工法の考案

既設鉄塔と同じ場所での鉄塔建替には、既設鉄塔を新設鉄
塔で包み込む工法を採用していますが、既設鉄塔用地が非常
に狭隘な場合は、適用が困難でした。
用地の状況によっては、既設鉄塔と新設鉄塔が半分重なっ
た状態とすることで、用地内で鉄塔建替が可能となる場合が
あります。

これを実現するため、
・新設鉄塔と既設鉄塔の部材が干渉しないよう、当社独自
で三次元モデル解析ソフトを開発
・既設鉄塔に影響を与えることなく、既設鉄塔の基礎間に
新設鉄塔の基礎が建設できるよう小口径鋼管杭を採用

などの工夫を重ね、「ハーフラップ包み込み工法」を開発し、
追加の用地取得や別位置での建替を回避することで、工事コ
ストの削減を図りました。

背景

改善内容

○ 更なる効率化に向けた新たな取り組みとして、既設鉄塔用地内で鉄塔建替が可能な新たな工法を当社独自で考案
し、追加の用地取得や別位置での建替等に係る費用増を回避することで工事コストの削減を図っております。

◇ハーフラップ包み込み工法（イメージ図）

◇新設鉄塔組立状況

新設鉄塔

既設鉄塔

◇小口径鋼管杭（イメージ図）

小口径鋼管杭

鋼管杭写真

（従来：包み込み） （今回：ハーフラップ）

鉄塔用地

用地外

に施工 鉄塔用地

既設鉄塔

新設鉄塔

既設鉄塔

新設鉄塔

新設鉄塔を、既設鉄塔

と半分重なった状態と

することで、鉄塔用地

内での建替が可能とな

り、追加用地取得や別

位置での建替を回避し、

工事コストを削減
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○ 更なる効率化に向けた新たな取り組みとして、アルミ電線は銅電線に比べて低コストであることから、高圧電線へ
のアルミ電線全面採用に続き、低圧電線にもアルミ電線を全面採用し、工事コストの低減に取り組んでおります。

低圧電線は、電線が腐食する原因のひとつである塩害に強
いなどの観点から、ほとんどの地域で銅電線を使用しており
ましたが、近年の銅価格の高騰に伴い、工事コストの増加が
課題となっておりました。

上記課題を解決するため、塩害地域にも対応可能な新たな
仕様の低圧アルミ電線を導入いたしました。
また併せて、低圧アルミ電線の支持において繰り返し使用
可能な工法・材料も新規導入いたしました。
このように、従来の銅電線に替えて安定的に低価格なアル
ミ電線を全面採用することにより、設備の信頼度を維持しつ
つ工事コストの低減を図っております。

◇新規導入する低圧アルミ電線の概要

◇工法・材料等の検証を実施

[アルミ電線の支持工法検証] [新規導入した電線支持材料※]

背景

改善内容

※繰り返し使用可能な材料を、低圧電線にも導入しました。

鋼心

アルミ導体

絶縁体

アルミ覆層
塩害による腐食を防止できるよう、
鋼心にアルミ被覆層がある構造。

【事例】低圧電線を銅電線からアルミ電線に変更

５．経営効率化（主な効率化事例④）



23５．経営効率化（主な効率化事例⑤）

○ 当社は、社長を委員長とする「経営改革特別委員会」の下、一層の経営体質の強化を図る観点から、コスト削減
等を重点課題として掲げ、これまで取り組んできた経営効率化施策を総点検するとともに、課題解決に向けて取り
組みを加速しています。

〇 また、「経営改革特別委員会」の下部組織として「調達検討部会」を設置し、資材部門と各設備主管部門が一体
となって、調達価格の低減に向けた検討に取り組んでおります。

経営改革特別委員会
（平成24年10月※設置、年２回開催）

調達検討部会
（平成25年１月設置、年２回開催）

＜経営改革特別委員会の組織体制＞

【事例】経営改革特別委員会の設置

・報告

・審議事項の付議

・方針決定

・助言、指導

【構成】
委員長 ： 社長 副委員長 ：関係部門担当役員
委 員 ： 関係部長

【設置目的】
○ これまで取り組んできた経営効率化施策の総点検
○ 経営体質強化施策の検討

【構成】
資材部長、経営企画部長、事業企画部長および各設備
主管部長

【設置目的】
○ コストと品質のトレードオフ問題の検討
○ 部門間相互比較を通じたコストダウン施策の検討

【構成】
資材部門および各設備主管部門の実務担当者

【設置目的】
○ 個別案件毎の具体的なコストダウン施策の検討

・報告

・審議事項の付議

・方針決定

・助言、指導

（下部組織）

調達検討ＷＧ

（各部門毎に開催）

※ 平成25年10月までは「経営効率化特別委員会」として開催。
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○ 工事・点検等を繰延べした場合のリスクについて、リスクマップにより「発生時の社会的影響度」および「発生可
能性」の観点から評価したうえで、工事・点検等の一部を緊急避難的に繰延べし、コスト削減を図っております。

○ 収支状況を踏まえ、リスクが小さい順（Ａ⇒Ｂの一部）に緊急避難的繰延べを実施する。

工事・点検等の緊急避難的繰延べ実施の考え方

５．経営効率化（緊急避難的な繰延べにおけるリスクマップの活用）

発 生 可 能 性

・リスクが顕在化する可能性が低い ・リスクが顕在化する可能性が高い

リスクマップの概要

低

Ａ

Ｂ

Ｃ

リスクが小さく、緊急
避難的な繰延べが可能

リスクが大きく、繰延べ不可

一定のリスクはあるものの、一部
は短期的であれば繰延べ可能

高

・公衆災害リスクあり

・環境への影響あり

・安定供給への影響大 社

会

的

影

響

度・公衆災害リスクなし

・環境への影響なし

・安定供給への影響小

大

小



25５．経営効率化（主な効率化事例⑥：緊急避難的な繰延べの例）

○ 銅電線の張替個所を優先順位付けのうえ厳選することで、緊急避難的に繰延べを図っております。

銅電線については、電線接続個所の絶縁

カバー内部に滞留した雨水によって発錆し、

応力腐食による断線事例が発生したことか

ら、接続個所を点検のうえ発錆している場

合はアルミ電線へ張替する計画としており

ます。

この張替個所を優先順位付けし、優先順

位が比較的低いと判断できる個所について

は、必要な対策を講じたうえで緊急避難的

に張替工事を繰延べいたしました。

市街地や変電所近傍など、停電影響の大きい個所を優先的に張替する

こととし、停電影響の比較的小さなその他エリアについては、供給信頼

度面でのリスクは残るものの、必要に応じて、電線に連結ロープを取付

（電線の落下防止）することにより対策を講じたうえで、電線張替工事

を繰延べいたしました。

背景

実施内容

入 切

正常状態 発錆

接続個所

連結ロープ

接続個所

【事例】電線張替工事の繰延べについて（リスクＢ）



26５．経営効率化（主な効率化事例⑦：緊急避難的な繰延べの例）

【事例】その他の緊急避難的な繰延べの例

事 例 内 容

建物修繕の一部繰延べ
（ リスクＡ ）

建物修繕において、発電所本館等の外壁塗装や屋上防水などにつ
いて巡視点検や詳細な現地調査の結果を踏まえて劣化程度・範囲
を精査し、漏水による供給支障リスクなどが小さいことを判断し
たうえで、実施時期を繰延べいたしました。

変電関連設備の老朽修繕
の一部繰延べ
（ リスクＡ ）

変電所構内設備の修繕において、ケーブルダクトや照明など、老
朽の進展が供給支障に直結しにくい設備は、取替や補修を繰延べ
いたしました。

低圧引込線張替の一部繰延べ
（ リスクＢ ）

経年に伴い絶縁強度が低下している低圧引込線の張替において、
道路横断していない個所など、絶縁破壊による短絡時の影響が低
い個所を中心に、張替工事を繰延べいたしました。



27６．電気料金の評価

○ 現行料金の原価算定期間（平成25～27年度）においては、先述のとおり、料金原価の前提に織込んでいた伊方
３号機再稼働の遅延に伴う需給関連費の増加影響等があったものの、徹底したコスト削減に加えて、燃料価格の
低下による一過性の収支改善や３号機再稼働遅延に伴う修繕工事の未実施等の影響により、黒字を確保（規制部
門：電気事業利益率2.1％、電気事業利益52億円）することができました。

○ 一方、平成28年８月に伊方３号機が再稼働しましたが、
・燃料価格の低下などに伴う一過性の収支改善効果がなくなることに加え、
・節電・離脱等の影響により電力需要が減少していること、
・伊方３号機の安全対策投資に係る減価償却費や、電力システム改革に伴う業務システム改修などの委託費が
増加することなどから、

更なるコスト削減や販売拡大に取り組むものの、大幅な収支改善が見込める状況にはありません。

○ 料金改定については、こうした先行きの収支見通しに加え、伊方３号機再稼働は現行料金原価の前提に織り込
んでいること等を総合的に勘案したうえで判断してまいります。

規制・自由計電気事業利益

（平成25～27年度平均）

41億円

伊方３号機再稼働等

による需給関連費の減

＋270億円

＜今後の収支変動要因（イメージ）＞

燃料価格の低下に伴う

一過性の収支改善の反動減

▲125億円

原子力停止に伴う

修繕工事の未実施分の

実施等による反動増

▲155億円

需要の減少や伊方３号機

の安全対策投資に係る

減価償却費の増加など

更なるコスト削減や

販売拡大に取り組む

【参考】平成28年度第３四半期決算（単独） 経常利益：86億円 純利益：63億円



28【参考１】部門別収支等のホームページ公表箇所について

○ 部門別収支算定結果や料金原価・実績比較などの電気料金の事後評価に関する情報については、お客さまのア
クセスを容易にするため、できるだけ分かりやすい場所に掲載しております。



29【参考２】平成２８年度における規制部門の収支見通し

○ 当社は、平成28年度の業績予想（９月30日公表）を踏まえて、規制部門の収支見通しを算定・公表しており
ましたが、２月20日の業績予想の上方修正を受けて見直しを行った結果、規制部門の収支見通しは、▲１５億
円程度の損失となる見込みです。

※小売全面自由化に伴い、平成28年４月以降の規制部門は、特定小売供給約款が対象

９月３０日 ２月２０日

業績予想（単独）
規制部門の
収支見通し

業績予想（単独）
規制部門の収支
見通し（概算）

純利益 １５ ▲３０程度 ６０ ▲１５程度

◆算定結果
（億円）


